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あま市本庁舎基本設計委託業務特記仕様書 
 

 

第１ 業務概要 

１ 業務名称 

あま市本庁舎基本設計委託業務 

 

２ 業務内容 

（１）庁舎基本設計業務（建築） 

（２）市民ミーティング開催運営業務 

（３）地質調査（ボーリング調査） 

（４）庁舎敷地造成予備設計（造成・公園緑地・調整池等） 

（５）庁舎敷地現況測量 

（６）实施設計及び建設工事手法等検討業務 

（発注方式、維持管理、工期・工程等の検討、コスト縮減、コスト管理手法等） 

 

３ 計画施設概要 

（１）施 設 名 称  あま市庁舎 

（２）施設の場所  あま市七宝町沖之島深坪地内 

（３）施 設 用 途  市庁舎（国士交通省告示第１５号別添二 第四号第２類とする。） 

 

４ 設計与条件 

（１）敷地の条件 

ア 敷地の面積        約２７，０００㎡ 

イ 用途地域及び地区の指定  市街化調整区域（地区計画区域内（策定中）） 

ウ 防火地域         指定なし（法２２条地域） 

   エ 建ぺい率         ６０％ 

   オ 容積率          ２００％ 

   カ 日影規制         ４時間/２．５時間 

   キ 道路斜線         １．５×Ｌ/２０ｍ 

   ク 隣地斜線         ２．１×Ｌ/３１ｍ 

（２）施設の条件 

本業務の内容及び範囲の対象となる費用は、６１．５５億円（税抜き、建設費（实施設

計費含む）、造成費、外構費）を上限とする。 

ア 庁舎棟の延床面積          ：約１２，０００㎡ 

イ 主要構造              ：提案による 

ウ 耐震安全性の分類 

「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」（平成２５年３月２９日付け国営計第１２６

号、国営整第１９８号、国営設第１３５号）による耐震安全性の分類は以下のとおり 

とし、免震構造等高度の耐震性を有するものとする。 

（ア）構造体類             ：Ⅰ類 

（イ）建築非構造部材類         ：Ａ類 

（ウ）建築設備類            ：甲類 
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エ 階層                ：４層程度 

オ 建物及び駐車場・交流広場造成地盤高 

当該地における津波及び自然災害等における浸水深＋１．０ｍ以上を確保すること。 

カ 来庁者・職員駐車場         ：約４６３台分（障がい者用駐車場含む） 

キ 公用車駐車場            ：約７０台分 

ク 駐輪場               ：約１００台 

ケ 倉庫棟（構造等は庁舎棟に準ずる）  ：約４００㎡ 

コ 調整池               ：一式 

サ 公園（交流広場）          ：約５，０００㎡ 

シ 緑地（緩衝帯含む）         ：約１，３００㎡ 

ス その他（市民ミーティング等での提案施設等） ：一式 

セ 建設工期（予定）        造成：平成３０年度～平成３１年度 

建設：平成３２年度～平成３３年度 

 

５ 設計完了期日 

平成３０年３月２６日 

なお、各年度の業務内容は別表１のとおりとする。 

 

６ その他 

受注者は、発注者が行う本業務に関する地元説明会等の際に、発注者の指示に従い必要書

類を作成して提出するものとする。また、必要に応じて発注者からの指示があれば地元説明

会等に出席するものとする。 

 

第２ 業務仕様 

本特記仕様書に記載されていない事項は、「公共建設設計業務委託共通仕様書」（平成２０

年３月３１日国営整第１７６号）等を参考とし、発注者の指示に従うものとする。 

１ 管理技術者（総括責任者）等の資格要件 

（１）管理技術者は、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２条に定める一級建築士であ

ること。 

（２）本業務の实施にあたっては、「あま市本庁舎基本設計委託業務プロポーザル实施要領」に

基づき提出した資料（様式４－１及び４－２）に記入した配置予定の管理技術者及び主任

技術者を原則として変更することはできない。ただし、死亡、傷病、退職等のやむを得な

い理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者であるとの承諾を発注者から得るも

のとする。 

 

２ 業務の履行 

受注者は、あま市本庁舎基本設計委託業務プロポーザルにおいて提出した業務实施体制に

より当該業務を履行するものとし、契約締結後に業務計画書（第２の４（２）業務計画書の

提出を参照）を作成するものとする。 

３ 設計業務の範囲 

（１）庁舎基本設計業務（建築） 

ア 条件整理 

設計条件等の整理 
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「あま市本庁舎基本構想・基本計画」に基づき、諸室機能、設備機能の水準など様々

な要求その他の諸条件を設計条件として整理する。 

イ 法令上の諸条件の調査及び関係機関との打ち合わせ 

（ア）法令上の諸条件の調査 

基本設計に必要な範囲で、建築物の建築に関する法令及び条例上の制約条件を調査

する。 

（イ）建築確認申請等に係る関係機関との打合せ 

基本設計に必要な範囲で、関係機関と事前に打合せを行う。 

   （ウ）土地収用法に基づく事業認定申請に係る別途市発注業務の受注者との連絡調整 

ウ 上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況の調査及び関係機関との打合せ 

基本設計に必要な範囲で、敷地に対する上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況を

調査し、必要に応じて関係機関との打合せを行う。 

エ 实施設計のための基本事項の確定 

設計業務实施計画書に基づき、基本設計方針を策定し、発注者に対して説明する。 

オ 基本設計図書の検討 

基本設計図書の作成が完了した時点において、当該基本設計図書に基づく建築工事に

通常要する費用を積算し、工事概算書（年度割額含む）を作成する。 

カ 基本設計内容の発注者への説明等 

基本設計を行っている間、発注者に対して、作業内容や進捗状況を報告し、配置計画、

設備計画等を協議する。 

また、基本設計図書の作成が完了した時点において、基本設計図書を発注者に提出し、

設計意図説明書により、基本設計内容の総合的な説明を行う。 

（２）市民ミーティング開催運営業務 

ア 目的 

市民に親しまれ使いやすい庁舎建設を目指すため、下記テーマに沿って市民ミーティ

ング（以下「ミーティング」という。）を開催し、広く市民の意見を求め基本設計に反映

する。 

イ テーマ 

（ア）庁舎及び敷地内に求める機能・規模 

（イ）庁舎、敷地内付属施設の配置デザイン及び施設内計画 

（ウ）市民活用スペース   等 

ウ 業務概要 

   （ア）市民への呼びかけと配布資料の作成 

   （イ）ミーティングの全体進行（２０～３０名程度を想定、ファシリテーターの派遣含む） 

（ウ）意見のとりまとめ、報告書の作成及びパブリックコメント対応 

   （エ）広報誌等掲載資料作成 

   （オ）全６回程度開催予定（内訳：平成２８年度…２回、平成２９年度…４回） 

      ※進捗状況により短縮する場合もある 

エ 成果品 

     経過報告書、最終報告書 

     ※経過報告書は平成２９年３月３１日までに提出すること。 

オ 役割分担 

   （ア）ミーティング会場は市役所庁舎内の会議室を基本とすること 

      市役所以外の会場で行う場合は、市と協議の上決定 

   （イ）ミーティングに必要な消耗品等については、受注者が準備すること 
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（３）地質調査（ボーリング調査） 

    予備設計及び後に实施する实施設計の基礎資料としての地質データを収集するために行

う。なお、近隣で行われた地質調査結果も参考にし、調査結果報告を行う。 

   ア ボーリングは１か所とし、計画深さ４０ｍ、標準貫入試験を行う。なお、調査位置に

ついては、あらかじめ調査候補位置を選定のうえ書面にて提案し、監督員の指示を受け

るものとする。ただし、予算の範囲内において２か所で实施することは妨げない。 

   イ 検尺は、監督員の立会いの下に实施するものとする。 

（４）庁舎敷地造成予備設計（造成・公園緑地・調整池等） 

ア 目的 

あま市本庁舎基本構想・基本計画、本庁舎整備予定地を含む地区計画（策定中）を基

に、計画地の造成工事を实施するにあたっての課題を整理し、関連業務を効率的に進め

るための予備設計を作成する。 

   イ 業務概要 

   （ア）造成予備設計 

      第１の４（２）オを基準とし、实測平面縦断図に基づき造成設計を行い、造成高さ

について決定し、概略造成計画図を作成し、概略土工量及び施設数量計算、概算工事

費を算出する。また、市が別途発注する「あま市本庁舎周辺道路予備設計委託業務」

の受注者と連携を取り、計画の立案を行うこととする。なお、「あま市本庁舎周辺道路

予備設計委託業務」に必要な関係機関協議に出席を求められた場合は、相互に日程調

整のうえ出席するものとする。 

（イ）公園基本計画 

上位計画との整合、敷地の立地上の条件等を分析評価し、計画地における公園の機

能・テーマ等を明らかにし、計画の基本方針及び導入施設の内容・概略規模を設定す

るとともに、ミーティングでの検討意見を反映し取りまとめる。また、景観・環境保

全・監理運営等の概略検討に基づいて動線を定める等、公園の基本的内容を決定する

ものとする。 

（ウ）公園基本設計 

基本計画に基づき、設計条件との整合を図り、技術的、デザイン的及び経済的な見

地から設計の指針を明らかにし、实施設計に向けて、公園等の骨格となる施設配置、

諸施設の形状、基盤施設、植栽等について概略設計を行う。また、概略設計図に基づ

き、概略数量計算、概算工事費を算出する。 

（エ）調整池予備設計 

容量等については、市街化調整区域における流出抑制対策として検討すること。容

量の算出にあたっては、特定都市河川浸水被害対策法と同等の技術基準により行うこ

ととし、対象区域など詳細については、監督員の指示に従うものとする。また、検討

に際し、河川管理者など関係機関との協議を行うため、協議に必要な資料等の作成を

受注者において行うこととする。 

調整池の構造については、オープン形式・地下形式等の比較検討を行い決定する。

決定された構造形式に基づき、構造計算により形状を決定し、概略設計図、概略数量

計算、概算工事費を算出する。 

なお、調整池容量や構造比較などの河川課協議用資料については、河川課協議前

（平成２８年１１月初旬予定）までに解析算出し、発注者へ報告書を提出すること。 

（オ）排水路予備設計 
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計画地内の既設水路の機能回復を図る必要があるため、水路の迂回・付替構造等に

ついて検討し、水路管理者等との協議・調整を進め、水路付替構造等について予備設

計を行い、概略設計図、概略数量計算、概算工事費を算出する。この際、計画地は地

形が平坦であるため、復旧後の水路の流速の確保について留意する。 

（カ）擁壁等予備設計 

造成地盤高は、津波及び自然災害等における浸水深＋１．０ｍ以上を基準とするこ

とから、計画地の周囲は擁壁等による盛土構造となることが想定されるため、擁壁等

予備設計を行い、最適な構造形式を検討する。なお、構造形式の決定にあたっては、

施工性や工事費等を考慮のうえ比較検討を行うものとする。 

（キ）軟弱地盤解析 

計画地は南海トラフ地震における液状化の危険度が高く、また軟弱地盤が約４０ｍ

程度堆積する沖積大地に位置するため、造成工事を行うにあたり、軟弱地盤解析を行

い、工事の影響・安全性及び防災庁舎としての機能確保について事前に検証し、必要

な対策を講じておく必要があるため、以下の業務を实施する。 

ａ 地盤圧密解析（１次元解析） １断面 

     ｂ 地盤液状化解析（簡便法）  １断面 

     ｃ 液状化対策の検討      概算工事費等を含んだ工法比較表の作成 

（５）庁舎敷地現況測量 

別紙位置図に示す範囲について、あま市都市計画基本図（Ｓ＝１/２５００）を利用し、

予備設計の基図となるＳ＝１/５００の現況平面図を作成するものとする。 

   ア 基準点測量 

現地測量を实施するにあたり、４級基準点測量を实施する。なお、基準点については

測量範囲の周囲に約５０ｍ間隔で設置するものとする。 

   イ 現地測量 

４級基準点を基に現地測量を行う。測量成果の縮尺はＳ＝１/５００とし、周囲の道路

を含めた範囲で作成するものとする。 

   ウ 路線測量 

計画地の中央に中心線を設定し、中心線測量を行う。中心線の測点間隔は20ｍとし、

中心線を基に縦横断測量を行う。 

（６）实施設計及び建設工事手法等検討業務 

市と市が設置予定の外部機関と連携の上、発注方式、实施設計受注者及び造成・建設工

事受注者の選定手法、工期管理等に関する検討、工事費用の縮減及びその管理手法、新庁

舎の後年度維持管理方式等について、实施設計以降の業務遂行が速やかかつ適正に实施で

きるよう方針を決定する。 

（７）本業務に含まれるその他の業務 

執務環境レイアウト業務 

庁舎の建設に際し、来庁者及び職員にとって、快適で機能的なオフィス環境を専門的な

視点で創出し、より一層の市民サービスと事務効率の向上につなげることを目的とする。 

業務の实施に当たっては、基本設計に有効に反映させるとともに、各課のレイアウト、

窓口・諸室の配置の最適化を目標に、各個別要件について实施する。 

ア 現況調査の实施 

来庁者及び職員の利用状況・動線聴取調査 
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イ 各部署必要面積の算定 

前項での調査及び専門的角度からの分析による各部署の必要面積・配置計画の提案 

ウ 職員意見の聴取（執務機能・窓口機能） 

エ オフィスの方向性の提案 

オ レイアウト方針の作成 

（ア）現況調査の分析に基づく課題や改善策の提示 

（イ）レイアウト要件の整理及びエリア別のレイアウト方針の作成 

（ウ）レイアウト方針に基づく基本レイアウト図面の作成 

カ サイン計画 

わかりやすく誘導性の高いサイン計画を立案する。 

キ 備品類の整備計画の作成 

（ア）新規備品類の購入計画概要の作成 

（イ）備品類の概算予算（案）の算出 

※ただし、什器の基本的な仕様については、特定メーカー固有の什器を掲げること

は避け、形式や大きさについての基本的な考えをまとめるものとする。 

 

４ 業務の实施 

（１）一般事項 

ア 本業務の实施は、本仕様書に基づき实施すること。 

イ 受注者は、業務の实施にあたっては、発注者と打合せ・協議を行い、その意図や目的

を十分に理解した上で適切な人員配置のもとで進めること。 

ウ 受注者は、業務の進捗に関して、発注者に対して定期的に報告を行うこと。 

エ 受注者は、自らの組織の中から、管理技術者を選任し、発注者に通知すること。 

オ 受注者は、必要面積の算定及びフロア構成等を整理、検討すること。 

カ 業務の实施に関し疑義が生じた場合には、自己解釈のみによることなく発注者に照会

し、発注者の意図を十分に理解すること。 

（２）業務計画書の提出 

ア 受注者は、契約締結後７日以内に業務計画書を作成の上発注者に提出し、承認を得る

こと。 

イ 業務計画書には、次の事項を記載すること。（任意様式） 

（ア）検討業務内容 

（イ）業務遂行方針 

（ウ）業務詳細工程 

（エ）業務实施体制及び組織図（緊急連絡網） 

（オ）管理技術者、各主任及び担当技術者の一覧表及び経歴書 

（カ）協力者（再委託者）がある場合は、協力者の概要及びその技術者の一覧表 

※再委託者がある場合は、別途再委託届を提出し発注者の承諾を得ること。 

（キ）業務フローチャート 

（ク）打合せ計画（業務詳細工程表に併記可） 

（ケ）安全管理 

（コ）情報流出防止計画 

（サ）成果品の内容、部数 
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（シ）使用する主な図書及び基準等 

（ス）その他発注者が必要とする事項 

ウ 前項に定める事項の記載内容に追加又は変更が生じた場合には、速やかに発注者に文

書で提出し、承認を得ること。 

（３）打合せ及び議事録 

業務を適正かつ円滑に实施するため、受注者と発注者は打合せを行い、業務方針の確認、

条件等の疑義を正すものとし、その内容については、受注者がその都度記録し、発注者の

確認を得ること。 

（４）引渡し前における成果品の使用等 

ア 仕様書に規定がある場合又は監督職員が指示し受注者がこれに承諾した場合は、履行

期間途中においても、成果品の全部又は一部を使用することができる。 

イ 引渡し前における成果品の全部又は一部の引き渡しを求めた場合には、部分引渡承諾

書を提出するものとする。 

（５）検査 

ア 平成２８年度末における中間納品等に関しては、成果品（中間報告書等）を提出し発

注者の検査（中間検査若しくは部分完了検査）を受けること。 

イ 業務が完了したときは、業務完了届により通知するとともに、成果品を提出し発注者

の検査を受けること。 

ウ 業務完了期限前であっても、発注者が予め成果品の提出期限を指定した場合にはその

指定する期限までにその時点における成果品を提出し、検査を受けること。 

（６）適用基準等 

業務の实施にあたって、建築基準法その他関係法令及びその他これに基づく条例規則等

（下記参照）の規定のほか、特記なき場合は国土交通省大臣官房官庁営繕部が制定もしく

は監修したもの（最新版）によるものとする。また、積算基準等、愛知県の基準書がある

場合は、それに従うものとする。 

ア 共通 

・官庁施設の基本的性能基準 

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準 

・官庁施設の環境保全性に関する基準 

・グリーン庁舎基準 

・官庁施設の環境保全性に関する診断・改修計画基準 

・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準 

・官庁施設の防犯に関する基準 

・建築物のライフサイクルコスト 

・建築物のライフサイクルコスト評価用データ集 

・新・LC設計の考え方 

・グリーン診断・改修計画基準 

・建築CAD図面作成要領（案） 

・公共建築工事積算基準 

・公共建築工事共通費積算基準 

・公共建築工事標準単価積算基準 

・建築物解体工事共通仕様書 
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・建築工事における建設副産物管理マニュアル 

・建物のライフサイクルと維持保全 

・建築物のライフサイクルマネジメント用データ集 

・敷地調査共通仕様書   等 

   イ 建築 

    ・建築工事設計図書作成基準 

    ・公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

    ・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編） 

    ・木造建築工事標準仕様書 

    ・建築設計基準 

    ・建築構造設計基準 

    ・建築工事標準詳細図 

    ・擁壁設計標準図 

    ・構内舗装・排水設計基準   等 

ウ 建築積算 

・公共建築数量積算基準 

・公共建築工事積算基準 

・公共建築工事内訳書標準書式（建築工事編） 

・公共建築工事見積標準書式（建築工事編） 

・営繕工事積算チェックマニュアル（建築工事編）   等 

エ 設備 

・建築設備計画基準 

・建築設備設計基準 

・建築設備工事設計図書作成基準 

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

・公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

・公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編） 

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

・公共建築設備工事標準図（機械設備工事編） 

・公共建築改修工事標準仕様書（機械設備工事編） 

・昇降機技術基準の解説 

・雨水利用・排水再利用設備計画基準 

・建築設備耐震設計・施工指針 

・建築設備設計計算書作成の手引   等 

オ 設備積算 

・公共建築設備数量積算基準 

・公共建築工事内訳書標準書式（設備工事編） 

・公共建築工事見積標準書式（設備工事編）   等 

   カ 土木（造成・調整池等） 

    ・都市計画法開発許可の实務の手引 

    ・雨水浸透阻害行為許可等のための雨水貯留浸透施設設計・施工技術指針 

    ・道路土工軟弱地盤対策工指針 
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    ・道路土工擁壁工指針 

    ・道路土工盛土工指針 

    ・道路土工排水工指針 

    ・アスファルト舗装要綱   等 

   キ 土木積算（造成・調整池等） 

    ・国土交通省土木工事積算基準 

    ・土木工事積算標準単価 

    ・建設物価   等 

   ク 公園（広場・緑地） 

    ・都市公園技術標準解説書   等 

   ケ 公園積算（造成・調整池等） 

    ・公園緑地工事の積算 

    ・国土交通省土木工事積算基準 

    ・土木工事積算標準単価 

    ・建設物価   等 

（７）資料の貸与及び返却 

ア 貸与資料  あま市本庁舎基本構想・基本計画 

イ 貸与場所  あま市役所企画財政部企画政策課 

ウ 貸与時期  委託業務開始時 

エ 返却場所  あま市役所企画財政部企画政策課 

オ 返却時期  委託業務完了時 

（８）成果物の提出及び場所 

ア 提出場所  あま市役所企画財政部企画政策課 

イ 提出期限  委託業務完了時 

 

５ 成果品 

（１）基本設計 

ア 基本設計成果品納品リスト 

内容 提出部数等 

基本設計方針説明書 

・原稿１部 

（ファイル入り） 

・焼図３部 

（Ａ１又はＡ３サイズ） 

基本設計図（別表に掲げる設計図書） 

打合せ記録簿 

設計意図説明書 

建設スケジュール工程表 

工事工程表 

工事費概算書（工事種別毎、年次割額含む） 

透視図写真 

透視図（外観及び主要内部・カラー表現・アルミ額入り） ・Ａ２判 原図１式 

電子データ（成果品の電子データを収納したＣＤ－Ｒ）等 ・１部 
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イ 基本設計成果図書 

区分 設計の種類 備考 

Ａ 建築（総合） 

  

 設計説明書 各法令検討含む 

 

基本設計図 

仕上表 

面積及び求積図 

現況図 

敷地案内図 

配置図 

平面図 

断面図 

立面図 

矩形図 

外構計画図 

撤去図 

造成計画図 

仮設計画図 

各階 

複数面 

４面以上 

事業認定申請用資料含む 

 工事費概算書（構造、外構含む） 事業区分毎、年次割含む 

 仮設計画概要書  

Ｂ 建築（構造） 

 

建築（構造）基本設計図書 

 構造計画図  

 構造設計説明書  

Ｃ 電気設備 

 

電気設備基本設計図書 

 電気設備設計説明書  

 電気工事概要書  

 工事費概算書 事業区分毎、年次割含む 

Ｄ 機械設備 

 機械設備基本設計図書 

   機械設備説明書  

  機械設備工事概要書  

  工事費概算書 事業区分毎、年次割含む 

Ｅ 外構 

 

外構基本設計図書 

 外構設計説明書  

 外構工事概要書  

 工事費概算書 事業区分毎、年次割含む 

Ｆ 土木（造成・調整池等） 

  設計説明書  工法検討含む 
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   造成計画平面図  

  造成計画断面図  

  排水計画平面図  

  排水施設縦断図  

  擁壁構造図  

  擁壁展開図  

  排水構造図  

  調整池詳細図  

  防災工事計画図  

  防災施設構造図  

  軟弱地盤対策平面図  

  軟弱地盤対策詳細図  

  工事費概算書  

Ｇ 公園（広場・緑地） 

  設計説明書  工法検討含む 

   植栽計画平面図  

  造園工作物配置図  

  植栽工構造図  

  雑工構造図  

  工事費概算書  

Ｈ その他資料 

 各種技術資料  

 防災計画書  

 コスト縮減計画書  

 環境計画書  

 各一記録書  

 

建築環境総合性能評価制度（ＣＡＳＢＥＥ）目

標値報告書 
 

 透視図 （外観、主要図） 

 建設スケジュール工程表  

 地質調査報告書  

 境界確定測量図  

 盛土材の土質試験結果  
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（注） 

・平成２８年度においては、「Ｈ その他資料」のうち「地質調査報告書」、「境界確

定測量図」、「盛土材の土質試験結果」は完成品を、その他については検討経過を

踏まえた仮案を納品することとし、具体の内容については双方協議の上決定する

こととする。 

・事業認定申請に必要な成果図書は市が指定する日までに納品することとし、該当

図書については別途指定する。 

・建築（構造）の成果品は、建築（意匠）基本設計の成果品の中に含めることがで

きる。 

・工事概要書には、仕様概要及び計画図に関する記載を含む。 

・電気設備及び機械設備の成果品は、建築（意匠）基本設計の成果品の中に含める

ことができる。 

・建築（意匠）設計図は、適宜追加してもよい。 

・成果物は、監督員の指示により、製本とする。 

・電子データ等の提出については、「官庁営繕事業に係る電子納品ガイドライン

（案）」、「建築設計業務等電子納品要領（案）」及び「建築ＣＡＤ図面作成要領

（案）」による。 

・電子データは最新のウィルスチェックを行うこと。 

 

（２）納品等諸事項 

ア 成果物は、製本による設計図書と電子納品による。 

イ 製本する設計図書は、Ａ１サイズ横、Ａ３サイズ横、左綴じ製本を基本とし、提出部

数は3部とする。各図書のサイズ等については、双方協議の上決定することとする。 

ウ 使用する言語は日本語、数字は算用数字、通貨は日本円、単位は計量法（平成４年法

律第５１号）に定めるものとする。 

エ 電子納品は、ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒに件名を表示して１部提出すること。内容は製

本による設計図書の体裁をPDF形式に整理・変換したもののほか、作成したデータを以下

の形式により格納すること。なお、マイクロソフトのアプリケーションについては、

Microsoft Office Professional Edition2007以前の形式とする。 

文書   ：Microsoft Word形式 

表、グラフ：Microsoft Excel形式又はMicrosoft PowerPoint形式 

各種計算書は、Excelデータにコンバートしたものとする。 

写真データ：Jpeg形式 

図面データ：AutoCADLT2007以上DWG形式、DXF形式、SXF形式 

 

第３ 各年度業務内容 

本業務は、２年間に渡り業務を遂行するものであるが、各年度における事務内容は別表１

のとおりとする。 
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別表１ 

 
１年度目 

（平成２８年度） 

２年度目 

（平成２９年度） 

庁舎基本設計業務（建築） 

敷地内ゾーニングとりまとめ 

中間パブコメ 

都市計画手続用各種図面納品 

最終とりまとめ 

パブコメ 

最終成果品納品 

市民ミーティング開催運営業務 ２回開催 

４回開催 

報告書作成 

最終成果品納品 

地質調査（ボーリング調査） 
地質調査（１or２か所） 

完成成果品納品 
― 

庁舎敷地造成予備設計（造成・

公園緑地・調整池等） 

中間とりまとめ 

中間パブコメ 

中間成果品納品 

最終とりまとめ 

パブコメ 

最終成果品納品 

庁舎敷地現況測量 
測量实施 

完成成果品納品 
― 

实施設計及び建設工事手法等検

討業務 
方針検討 

方針作成 

最終成果品納品 

 


